
交野ふるさと寄附業務委託仕様書 

 

１．業務名称 

  交野ふるさと寄附業務 

 

２．業務の目的 

 交野ふるさと寄附における業務を包括的に委託し、寄附金額の増加及び業務の効率化、

効果的な運営を図るとともに、交野ふるさと寄附業務を通じて交野市（以下「市」という。）

の魅力を広く発信することを目的とする。 

 

３．委託期間 

  契約締結日から令和１２年３月３１日まで 

  ※１ 履行期間は令和７年４月１日から委託期間終了日までとし、本仕様書に記載の

業務を行う。 

※２ 契約日から令和７年３月３１日までを事業準備期間とし、履行期間において、切

れ目なく事業継続を行えるよう、契約日時点で交野ふるさと寄附の返礼品を提

供している事業者（以下「返礼品協力事業者」という。）との委託者変更等に係

る引き継ぎの調整や、事前に返礼品登録の開拓を行う。なお、事業準備期間中に

発生する費用は受注者の負担とする。 

 

４．前提条件 

（１）本業務においては、平成３１年総務省告示第１７９号等、国が示すふるさと納税制度

の内容に沿った対応を行うこと。また、委託期間中にふるさと納税制度に改正等が行われ

た場合においても、改正等に応じた対応を行うこと。 

（２）現在市が利用している下記のふるさと納税ポータルサイト（以下「ポータルサイト」

という。）は次のとおりとする。（令和 6 年 11 月 5 日現在。契約時に増減の可能性あり）

なお、ポータルサイトは随時追加又は撤退する場合がある。 

  【ポータルサイト】 

・楽天ふるさと納税 

・ふるさとチョイス 

・ふるなび 

・au PAY ふるさと納税  

・セゾンのふるさと納税 

・JRE MALL ふるさと納税 

・Amazon ふるさと納税（令和６年１２月開始予定） 

  ・KABU&ふるさと納税（令和６年１１月下旬開始予定） 



（３）本業務の対象は、履行期間内の受付分の寄附とし、履行期間内に受けた寄附申し出に

対しては、履行期間終了後も履行期間内と同様の責任をもって行うこと。なお、当該寄附

に係る業務が完了するまで、契約期間を延長するものとする。 

（４）本業務は、令和１２年４月１日の寄附分の受付に係る本業務を受注する事業者に対し、

本業務の履行に必要な情報等を引き継ぐものとする。なお、引き継ぎに際し要する費用に

ついては、両者の協議により応分の負担をすること。また、引き継ぎに要する費用は本委

託料に含むこととし、市は委託料以外の費用は一切負担しないものとする。 

（５）受託者と返礼品協力業者との間において、返礼品の提供及び個人情報の取扱いに係る

契約など必要な契約手続きを原則業務開始までに取り交わすこと。 

（６）受託者は、委託業務に関する資料を書面又は電磁的記録により、契約期間終了後１年

間保存するものとする。 

 

５．業務の概要 

本委託に関する業務の概要は次のとおりとする。 

（１）ポータルサイトの運用・管理等に関する業務 

（２）寄附者及び寄附申込情報の管理等に関する業務 

（３）寄附者への書類発送業務に関する業務 

（４）返礼品の発注及び発送に関する業務 

（５）返礼品協力事業者への対応に関する業務 

（６）新たな返礼品の開拓・調整等に関する業務 

（７）寄附者及び返礼品協力事業者の問い合わせ対応等に関する業務 

（８）ワンストップ特例申請一括代行業務 

（９）報告・助言等に関する業務 

 

６．業務の詳細 

（１）ポータルサイトの運用・管理等に関する業務 

 市が利用しているポータルサイト上で、引き続き寄附の受付が可能となるよう環境

を構築すること。ただし、事業者更新等に係る作業の一環で、一時的に寄附の受付を

停止する必要がある場合は、市と協議の上、停止による寄附受付の影響を最小とする

範囲の日程において寄附受付の停止を認める。 

 ポータルサイト上にある市のページ（返礼品情報等を含む）の修正、更新、保守管理

を適正に行うこと。特に繁忙期等における在庫切れなど、機会損失がないよう返礼品

の在庫管理の適正化を図ること。また、市における記載事項に登録、追加、修正、削

除するべき点等が生じた場合、速やかに対応すること。 

 返礼品の掲載については、必要に応じて返礼品協力事業者との調整を図り、市の承認、

掲載依頼に基づき、迅速に対応すること。 



 原則として、市で取り扱う返礼品全てを、市が利用する全てのポータルサイトに掲載

するとともに、ポータルサイトごとに寄附金額等の情報が異なることがないよう管

理すること。 

※掲載にあたっては、ポータルサイトごとの掲載基準及び返礼品協力事業者の意向

を考慮すること。 

 返礼品が掲載された場合は、市及び返礼品協力事業者に対して掲載の報告を行うこ

と。 

 ポータルサイトの機能を活用した自治体ページや返礼品の魅力発信や訴求力向上、

ＳＥＯ（検索エンジン最適化）対策など、寄附の拡大に向けた取組を実施すること。 

 

（２）寄附者及び寄附申込情報の管理等に関する業務 

 現在、市が利用する複数ポータルサイトでの寄附情報等は、管理システムとして「ふ

るさと納税 do」を利用し一元管理しているため、引き続き「ふるさと納税 do」で情

報管理を行うこと。ただし、次の要件を満たす管理システムであれば、市と協議の上、

別システムを利用することを可とする。 

・「ふるさと納税 do」と同等以上の機能を持つ管理システムであること 

・現在、「ふるさと納税 do」に保存されているデータの連携・引継ぎができること 

・委託期間終了後に、次期受託者が引き続き使用できる管理システムであること 

 電話や FAX 等、ポータルサイトを経由する以外の方法による寄附申込情報が市から

提供された場合は、受託者にてその情報を管理システムへ入力し、一元管理すること。

入力完了後は、速やかに市に報告すること。 

 市が発行する納付書、郵便払込等の入金状況について、市からの情報提供に基づき、

管理システム上で管理すること。 

 管理システム上で、クレジットカード決済等の入金状況管理ができるようにするこ

と。なお、寄附者が決済を完了した場合、速やかに寄附者にその旨のメール通知をす

ること。 

 管理システムにおいて、寄附者情報、決済情報、寄附金使途、寄附金額、寄附年月日、

返礼品、申し込みに利用したポータルサイトなど、その他、市が必要とする項目ごと

に集計データを作成することができること。また、その実績を各月や市の依頼に応じ

て、市へデータにて報告すること。 

 寄附者の申込等に不備があった場合、寄附者に連絡を取り、確認の上、管理システム

上の情報を修正すること。 

 管理システムに蓄積された情報の漏えい、紛失、盗難、改ざん等を防止するため、万

全の対策を行うこと。なお、万一漏えい等が発生した場合は、直ちに市へ報告すると

ともに、市と対応策を検討した上で実施すること。 

 その他個人情報の取り扱いについては、別紙「個人情報取扱特記事項」のとおり取り



扱うこと。 

 

（３）寄附者への書類発送業務に関する業務 

 受託者は寄附金の入金確認後、原則２週間以内に寄附者に対して、お礼状及び寄附金

受領証明書、ワンストップ特例申請書、返信用封筒を作成し、寄附者へ送付すること。

ただし、ワンストップ特例申請書及び返信用封筒については、希望する寄附者へのみ

送付することも可能とする。その他、市の依頼に応じて、追加書類を同梱し発送する

こと。 

 お礼状及び寄附金受領証明書、ワンストップ特例申請書、返信用封筒のレイアウトに

ついては、市と協議の上、決定すること。 

 寄附金受領証明書の紛失等を理由として再発行の申し出があった場合は受託者にて

対応すること。 

 寄附者からの送付先変更等の申し出があった場合は、適正に対応すること。 

 

（４）返礼品の発注及び発送に関する業務 

 寄附者から申し込みのあった返礼品は、寄附者の入金が確認でき次第、迅速に返礼品

協力事業者への発注を行い、寄附者の元に届くようにすること。また、配達先指定等、

寄附者の求めに応じた配送が確実に行われるように適切な措置を講じること。なお、

返礼品の在庫状況や配送状況の管理も行うこと。 

 返礼品が生鮮食品等の場合は、返礼品協力事業者や配送事業者と必要な調整を行う

等、取り扱いに注意し、衛生管理を徹底すること。季節又は期間を限定する返礼品に

ついては、適切に配送時期の管理を行うこと。 

 返礼品出荷前において、申し込み内容に不備がある場合は、寄附者に連絡するなど、

適正に対応すること。なお、データ修正や返礼品の出荷変更等が必要となった際には、

適正に対応すること。 

 受託者は、返礼品の配送遅延や返礼品等の破損などの配送に係るトラブルや返礼品

に関する苦情が生じた場合は、速やかに市に報告し、対応を協議するとともに、配送

会社や返礼品協力事業者と連携し、速やかに寄附者への対応を行うこと。 

 市は、寄附者都合によるキャンセル及び返礼品の交換等は一切認めないため、これら

に留意して対応すること。 

 返礼品の出荷が完了した返礼品協力事業者に対して、当該返礼品の代金を支払うこ

と。なお、支払い条件については、受託者と返礼品協力事業者との合意によるものと

するが、少なくとも月次集計による支払いとすること。 

 

（５）返礼品協力事業者への対応に関する業務 

 返礼品協力事業者と連携し、返礼品の品質管理の確認を定期的に行うこと。 



 返礼品の提供を希望する事業者からの相談や申し出があった場合、市への返礼品協

力事業者への申込や返礼品掲載への基準、事務手続き等を案内すること。 

 返礼品協力事業者（予定を含む）との調整、交渉等をもとに、必要に応じて返礼品に

関する多用な企画、提案等を行うこと。 

 

（６）新たな返礼品の開拓・調整等に関する業務 

 新たな返礼品及び新たな返礼品協力事業者の開拓・提案を行うこと。 

 本市へ新たな提案する際は、関係法令のほか総務省からの通知内容等が遵守されて

いるかを十分に審査し、本市の承認を経てから決定するとともに、以下の項目につい

ても対応をすること。 

① 新たに提供を開始しようとする返礼品について、地場産品基準や産地品種などを十

分に審査し、総務省への返礼品審査に必要な情報を明確にしたうえで市へ提案する

こと。また、地場産品基準の適合を証明する書類等が必要な場合は、受託者におい

て返礼品協力事業者から当該書類を徴収し、本市に提出すること。 

② 新たな返礼品協力事業者との契約にあたっては、当該事業者が地場産品基準や食品

表示法に違反することのないよう、過去の取引実績などを踏まえて審査し、それら

を明確にしたうえで市へ提案すること。 

③ 地場産品基準の適合についての詳細をポータルサイト上の返礼品ページに記載す

ること。 

 返礼品の提案は、物品に限らずサービス提供等多用な提案を行うこと。 

 返礼品の開拓・提案にあたっては、市の関係各課や関係機関等とも連携を密にし、市

提供情報や受託者が独自に入手した情報をもとに市内事業者等と交渉すること。 

 

（７）寄附者及び返礼品協力事業者の問い合わせ対応等に関する業務 

 受託者は本業務に係る問い合わせ先として、コールセンター等の窓口を設置するこ

と。なお、対応時間は休日等を除く月曜日から金曜日の概ね午前９時から午後５時ま

でを基本とするが、若干の変動は認めるものとする。また、年末・年始やゴールデン

ウイーク等の長期休暇時については、市と協議のうえ対応について決定する。 

 コールセンター等は、ポータルサイトに関すること、寄附の申し込み手続きに関する

こと、返礼品に関すること、発送書類に関すること、ワンストップ特例申請に関する

こと、返礼品協力事業者と寄附者間の調整、返礼品協力事業者からの問い合わせ、そ

の他市ふるさと寄附に関わる全般の問い合わせに対して、電話、メール等による対応

が可能であること。また、寄附者からの問い合わせを市が受けた場合、市からの依頼

に基づき、対応を引き継ぐこと。 

 問い合わせに関する内容は、システム等に記録するとともに、市においても確認がで

きるようにすること。 



 対応の中で発生した苦情や事故については、速やかに市に報告の上、受託者において

誠実に対応すること。 

 返礼品に関する苦情があった場合、受託者の責任において、適切に対応すること。た

だし、返礼品協力事業者又は配送業者による瑕疵においては、市、受託者、返礼品協

力事業者、配送業者との協議の上、その費用を適切に負担するものとする。また、責

任の所在がいずれにもない場合は、市が負担するものとする。 

 市の市政等に関する問い合わせがあった場合は、市の代表電話番号（072-892-0121）

を案内すること。 

 

（８） ワンストップ特例申請一括代行業務 

 寄附者から送付されるワンストップ特例申請書の受領、申請書の不備対応、受付完了

の通知、寄附者からの問い合わせ等に対応すること。 

 寄附者から送付されるワンストップ特例申請書は、委託者を経由せず、受託者が直接

受領するスキームであること。また、寄附者から委託者へ申請書が送付された場合は、

委託者から申請書を受領し、受付等の業務を行うこと。 

 寄附者からの問い合わせへの対応や、申請書の不備に伴う寄附者への連絡は、迅速か

つ丁寧に行うこと。特に、年末年始等、急を要する際は、電話により寄附者へ連絡を

行うなど、柔軟な対応に努めること。 

 委託者への納品形式については、eLTAX に取り込むためのデータ作成までを行うこ

と。 

 委託者への納品については、寄附日の翌年 1 月 20 日までに行うこと。また、納品

方法については、適宜委託者と協議を行うとともに指示に従うこと。 

 納品後、データに不備等があった場合、委託者の指示のもと適切に対応すること 

※ ワンストップ特例申請書の発送等については、他社が提供するサービスを提案す

ることも可とする。この場合において、本仕様書の「７.（７）再委託の禁止」に留

意すること 

 

（９）報告・助言等に関する業務 

 寄附者情報・返礼品協力事業者情報等を電子的記録等の方法により適正に保存する

とともに、委託期間終了までの間に市の指示に従い、報告すること。ただし、管理シ

ステム等による情報の閲覧が可能である場合は、報告は不要とする。 

 寄附金額の増加及び業務の効率化のため、市の交野ふるさと寄附業務担当職員に対

し、必要に応じて助言や意見交換等を行うこと。 

 

７．法令遵守 

(１) すべての業務において、各種法令を遵守すること。 



(２) 返礼品協力事業者に対して、関係法令や総務省告示、総務省通知の内容について適

宜情報提供を行うとともに、それらを遵守するよう促すこと。 

(３)返礼品協力事業者に、法に反する行為や、その他返礼品として掲載することで、甲の

社会的信用の失墜につながりかねない事実が認められた場合には、ただちにその返礼

品の掲載を停止するとともに、その後の対応について甲と協議すること。  

(４) 総務省から定められた経費率基準を踏まえ、業務全般にわたって経費率抑制に努め

ること。 

 

８．委託料等の支払い 

（１）本業務における支払いの範囲 

 本業務に関する委託料のほか、次の諸経費については本契約の範囲に含め、受託者から

の請求により支払うものとする。 

 返礼品の調達に係る費用（支払代行） 

 返礼品の発送に係る費用 

 お礼状及び寄附金受領証明書の送付に係る費用 

 ワンストップ特例申請書及び申請書の返信用封筒の送付に係る費用 

 ワンストップ特例申請一括代行業務に係る費用 

 

（２）委託料及び諸経費の上限額 

 委託料及び諸経費については下表の上限額内において受託者が定める額とする。なお、

返礼品調達に係る費用及び返礼品の発送に係る費用は、それぞれ実費（消費税及び地方消

費税を含む）とする。 

 

項目 上限 

委託料 寄附金額の 7% 

（消費税及び地方消費税を除く） 

①お礼状及び寄附金受領証明書の 

送付に係る費用（郵送料含む費用） 

1 件あたり 250 円 

（消費税及び地方消費税を除く） 

②ワンストップ特例申請書及び申請書

の返信用封筒の同梱に係る費用 

※➀の追加費用 

1 件あたり 100 円 

（消費税及び地方消費税を除く） 

③ワンストップ特例申請一括代行業務

に係る経費 

１件あたり 250 円 

（消費税及び地方消費税を除く） 

 

（３）原則として範囲外とする費用 

市が利用するポータルサイトの利用料、クレジットカード等決済手数料は、原則として



本業務委託の範囲外とするが、受託者が本業務の範囲に含めることを希望する場合は、協

議の上、市が認める場合はこれらの一部又は全部を本業務の範囲に含める。 

 

（４）その他の費用 

 受託者のオプションサービス等、上記（１）及び（３）以外の費用を本業務の範囲に含

めることを希望する場合は、協議の結果、市が認める場合は当該費用を本業務の範囲に含

める。 

 

（５）委託料等の請求 

 受託者は、各月ごとに業務完了報告書及び請求書を市に提出するものとする。その際、

寄附件数及び寄附金額、各諸経費等の費用等がわかる明細を添付すること。 

 また、市で内容の精査が可能となるよう、受託者が提供するシステムやデータ、書面等

で請求内容の確認ができるようにすること。 

 

（６）委託料等の支払い時期 

 市は、請求書を受け取った日から起算して、30 日以内に請求された費用を支払うもの

とする。ただし、上記（５）に係る書類に不備や誤記があり、市が修正を求めた場合は修

正された書類を受け取った日から起算して 30 日以内に支払うものとする。 

 

（７）再委託の禁止 

受託者は本業務について、一括して第三者に委託し又は請け負わせてはならない。ただ

し、本市と協議のうえ、業務の一部を委託することができるものとする。この場合におい

て、あらかじめ書面により本市の承認を得るものとする。 

 

９．その他 

（１）業務遂行にあたっては、市と協議を行い、市の意見や要望を取り入れながら実施する

こと。 

（２）本仕様書に定めのない事項及び業務上疑義が生じた場合は、別途協議を行った上で決

定するものとする。 


